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第２の政策 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　行政手続のデジタル化により来庁することなく手続が完結し、来庁者の減少によって行政窓口
のスリム化が図られています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

利用者の拡大

中
間
進
捗

取
組
計
画

システム導入
行政手続の押印見直
し

電子申請化の拡大
利用者の拡大

利用者の拡大 利用者の拡大

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　簡易な申請・届出の手続について県および県内市
町と共同利用を前提とした電子申請の実証実験を実
施し、件数は少なかったが利用者からのアンケート
結果においても便利なサービスであることから行政
手続のデジタル化を目指し電子申請システムを導入
します。

◎数値目標 10手続

　県および県内市町と共同利用による電子申請シス
テムを導入し、行政手続の押印見直し等を行い、行
政手続のデジタル化を推進します。
 予定…職員採用試験申込、上下水道開始・休止
届、広報戸別配布申込、転入・転出学等通知書　な
ど

施策項目 １）ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用 関連部署 各種手続担当課

取組項目 電子申請の導入および利用推進

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

広報・デジタル手続の推進導入・整備



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 市民課

中
間
進
捗

施策項目 ＩＣＴの積極的な活用 関連部署

取組項目 マイナンバーカードの普及促進

Ｒ３（2021）

　令和２年９月に改訂した「マイナンバーカード交付
円滑化計画」に基づき、その目標値達成のための申請
補助や夜間および休日交付を行っています。
【R2実績】夜間交付：11回、休日申請補助・交付：3
回
のべ交付枚数：13,888人、交付率：25.1％

年
度
末
実
績

Ｒ７（2025）

数値目標 交付率70.8％

　日常業務における交付。申請手続きの支援。
　休日申請補助・交付の開催：年11回、夜間交付：６
回（すべて予定）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024）

評価

　「交付円滑化計画」に基づき、令和４年度末において全市民がマイナンバーカードを保有します。

取
組
計
画

休日申請補助・交
付：年11回
夜間交付：年６回
（予定）
交付予定：70.8％

休日申請補助・交
付：年11回
夜間交付：年６回
（予定）
交付予定：100％

実績
効果額

評価



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　各種手続において窓口に来庁することなく手続ができ、また、市内の地域拠点にオンラインに
よる窓口を設置するなど、少ない人員で効率よく行政サービスを提供しています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

まちづくり拠点施設へ
の遠隔窓口サービスの
モデル導入

中
間
進
捗

取
組
計
画

各種手続の案内システ
ム導入、窓口キャッ
シュレス化

公共施設の予約システ
ムの導入、遠隔窓口
サービスの検討

まちづくり拠点施設へ
の遠隔窓口サービスの
実証実験

まちづくり拠点施設へ
の遠隔窓口サービスの
モデル導入

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　現在の行政窓口の対応は書面、対面方式であり、
また、各種手続においても窓口に来庁することで完
結する手続となっています。少ない人員で効率よく
業務を継続させるためにＩＣＴ技術を活用した窓口
のデジタル化が必要です。

数値目標

　各種手続についてスマートフォンを利用した手続
ガイドシステムの導入および証明書等の手数料につ
いてキャッシュレス決済を取入れ手続きのデジタル
化に取組みます。

―

施策項目 １）ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用 関連部署 各種手続担当課

取組項目 行政窓口サービス等のデジタル化

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

オンライン窓口サービスの導入導入・検証 業務の洗出し



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】
　行政の手続がデジタル化され、デジタル・デバイドの解消に取組、誰もが等しくサービス受け
られる行政サービスが提供できています。

評価

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

地域デジタル利用支援

中
間
進
捗

取
組
計
画

デジタルデバイド解消
への取組研究

窓口コンシェルジュの
設置検討・地域デジタ
ル利用支援

地域デジタル利用支援 地域デジタル利用支援

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023） Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　スマート自治体を目指し各種行政サービスについ
ては、ＩＣＴを活用したデジタルサービスに切替え
られていきます。そうした状況において誰一人取り
残さない人に優しいデジタル化に向けデジタル・デ
バイドの解消は成し遂げなければならない施策で
す。

数値目標 ―

　電子申請システムの導入年度となるため次年度に
向けてデジタルデバイド解消への取組について研究
を進めます。

施策項目 １）ＩＣＴ（情報通信技術）の積極的な活用 関連部署 地域創生推進課、総務課

取組項目 デジタル・デバイドの解消

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

調査・研究 総合受付見直し・検討、地域デジタル利用支援



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

施策項目 ２）社会生活へのデジタル化の推進 関連部署 各種情報所管課

取組項目 オープンデータの推進

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　市が保有している人口統計等データの公開は行っ
ていますが、二次利用可能なオープンデータという
形での提供は行えていない現状です。

数値目標 ―

　オープンデータの公開に向け二次利用が可能であ
るデータの調査を実施します。また、オープンデー
タを公開するためのカタログサイトの整備に向け経
費やサイト運用について情報収集や研究に取組みま
す。

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

公開データ更新
カタログサイト運用

中
間
進
捗

取
組
計
画

オープンデータ調査
カタログサイトの研究

カタログサイトの開設
オープンデータの公開

オープンデータの拡大 公開データ更新
カタログサイト運用

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　市が保有しているデータのオープンデータ化が進み、民間サービスや新たな行政サービスに活
用されており、便利で快適な市民生活と効率的な公共サービスが提供されています。

評価

データの拡大調査・研究 サイト構築 オープンデータカタログサイト



【年度末実績評価基準】

５：目標を大きく上回る成果があった　４：目標以上の成果があった　３：目標達成できた

２：目標達成に届かなかった　　１：取組を行うことができなかった

【大綱期間終了の目指す姿】

第四次湖南市行政改革大綱実施計画

政策 第２の政策 デジタル社会の推進 担当部署 行財政改革推進課

施策項目 ２）社会生活へのデジタル化の推進 関連部署 高齢福祉課

取組項目 市民生活へのデジタル化新たな事業

Ｒ６（2024） Ｒ７（2025）

前年度までの取組および現状 Ｒ３年度の取組実施内容

　現在の独居高齢者および高齢者のみの世帯（約3,700
世帯）への安否確認は、介護保険サービスや地域の社会
資源に結びついておられない方については、市地域包括
支援センター・民生委員等の限られたマンパワーで訪問
活動および電話連絡となっています。安否確認に際し
て、ＩＣＴ技術を活用した見守り体制の整備が必要で
す。

　住み慣れた地域で、安心して自分らしく生活の出来
るような見守り体制及び孤独死防止について、どのよ
うにICTが活用できるか見守り体制について検討を重
ねていきます。

数値目標 ―

Ｒ３（2021） Ｒ４（2022） Ｒ５（2023）

利用者の拡大（200世
帯）システムの拡充

中
間
進
捗

取
組
計
画

　
実態把握
システムの構築

システム導入・運営 利用者の拡大（50世
帯）PDCAの見直し

利用者の拡大（100世
帯）システムの拡充

年
度
末
実
績

実績
効果額

評価

　限られたマンパワーで、当システムを有効活用して地域の見守り活動が展開されていることが当た
り前となり、地域で自分の住む家で安心して高齢者が日々生活できるようになります。

評価

広報・システム構築の推進導入・整備


